
To p  M e s s a g eご あ い さ つ 当社グループにおける不適切行為について

株主の皆様には、格別のご高配を賜わりありがたく厚く御
礼申しあげます。

本年4月1日に、私、山口貢が代表取締役社長に就任いた
しました。果たすべき責務の重さを痛感しておりますが、今
後の社業の発展に全力で取り組む所存でございますので、
何卒宜しくお願い申しあげます。

はじめに、昨年10月8日に、当社グループにおける品質に
関わる不適切行為を公表して以降、株主の皆様には多大な
るご心配とご迷惑をお掛けしておりますこと、改めて深くお
詫び申しあげます。

ものづくりを生業とする当社グループが、品質に関わる
不適切行為を行なっていたことは、あってはならないことで
す。二度とこのようなことがないよう、ガバナンスや企業風
土の抜本的な改革と再発防止に向けた取組みを確実に推し
進めていくことが私の最大の責務であり、当社グループが
再び信頼を回復するためには欠かせない取組みであると重
く受け止めております。

また、私自身が、企業理念である「KOBELCOの3つの約
束」やこれを実現させるための社員の行動指針である

「KOBELCOの6つの誓い」に込められた思いや趣旨を社員
に直接語り掛け、社員と対話することで、信頼回復に向けた
取組みの先頭に立ちます。

当社グループの全役員・社員が結束し、「神戸製鋼は変
わった」と認めていただけるよう不退転の決意をもって変革
に取り組んでまいります。

当期の業績および当期の配当について
さて、当社グループの当期の連結業績につきましては、

後述の「業績のご報告」でご説明しておりますとおり、鉄鋼
事業において自動車向けの需要が堅調だったこと、建設機
械において中国でインフラ投資により需要が増加したこと
などから、売 上 高は前 期に比 べ1,852億 円 増 収 の1兆
8,811億円、経常損益は前期に比べ902億円改善の711億
円の利益、親会社株主に帰属する当期純損益は前期に比べ
862億円改善の631億円の利益となりました。

この結果を受け、当期の期末配当につきましては、不適
切行為に係る影響を含め、今後の財政状態、業績の動向、
先行きの資金需要等を総合的に勘案した結果、1株につき
30円とさせていただきます。株主の皆様には、何卒ご理解
を賜わりたいと存じます。

今後の取組みについて
当社グループが現在の中期経営計画で目標と見定める「素

材系事業、機械系事業、電力事業を3本柱とする成長戦略」そ

のものは、これまでと何ら変わるものではありません。「品質」
に関わるガバナンス・マネジメント・プロセスについて変革と再
構築を進めると同時に、ビジネスチャンスを逃さずに、中期経営
計画の達成に向け取り組んでまいります。

世界的な環境規制の高まりを背景とした、輸送機の軽量化
の動きは、鉄鋼やアルミ・銅、そして溶接に代表される接合
ソリューション技術などを有する当社グループにとって、間違
いなく追い風であり、こうした当社グループならではの技術・
製品・サービスをお客様へ積極的にご提案し、成長を目指し
てまいります。加えて、機械系事業では、エネルギー・イン
フラをターゲットに、圧縮機事業の戦略的拡大や水素ビジネ
スなど、将来の需要拡大に備えた取組みを加速させてまいり
ます。電力事業について
は今後の安定収益源と位
置付けており、盤石な経
営基盤の一翼を担うべく
現在取り組んでいるプロ
ジェクトを着実に進めてま
いります。

当社グループは、安全、
環境、防災に加え、コンプ
ライアンスの遵守が、企
業が存在する上での土台
であり基礎であるというこ
とを改めて肝に銘じ、信頼
回復に努め、株主の皆様
のご期待に沿えるよう、ま
た、企業価値の向上に向
け全力で取り組んでまい
りますので、株主の皆様に
おかれましては、引き続き
ご指導とご鞭撻を賜わり
ますとともに、当社グルー
プをご支援いただきたく、
何卒宜しくお願い申しあげ
ます。
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失った信頼を再び回復するために、再発防止策の遂行と
企業価値向上に全身全霊を傾け、「神戸製鋼は変わった」と
認めていただけるよう不退転の決意をもって変革に取り組みます。

株式会社神戸製鋼所
代表取締役社長

■これまでの経緯

■再発防止策（概観）

■原因分析

■安全性検証の状況 （2018年5月18日時点）
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神鋼鋼線ステンレス株式会社におけるJIS法違反発覚

品質管理強化のために、当社本社部門に品質統括室を設置

JIS等の品質に関する公的規格のみならず、顧客仕様に違反
して出荷されている製品の有無を確認するため、当社の全事
業部門を対象として、本社主導による品質監査を開始

当社グループ全体に対して、過去1年分（2016年9月から
2017年8月）の出荷実績に対する品質自主点検を9月から実
施することを要請

品質自主点検を一部先行実施していたアルミ・銅事業部門の
4事業所にて、品質検査における不適切な取扱いを発見し、
社長に報告
その後速やかに不適合品の出荷を停止

事業部門による品質自主点検と本
社部門による緊急監査を開始

当社および当社グループ会社にお
ける不適切行為を対外公表

品質自主点検や緊急監査が概ね完
了したことを受け、これまでの安全
性の検証状況および「外部調査委員
会」の設置を公表

当社としての原因究明と再発防止策
を公表
取締役会の諮問機関として「品質ガ
バナンス再構築検討委員会」を設置

外部調査委員会による調査完了時
期の延期を公表
アルミ・銅事業部門の3名の執行役
員の委嘱業務を変更

本社に品質統括部を設置

「当社グループにおける不適切行為に関する報告書」を公表
代表取締役辞任等の公表

山口代表取締役社長就任の公表

Ⅰ. 収益偏重の経営と不十分な組織体制
⒈本社の収益評価に偏った経営姿勢
⒉本社による統制力の低下
⒊経営陣の品質コンプライアンス意識の不足
⒋事業部門内における監査機能の弱さ
⒌本社による品質コンプライアンス体制の不備

Ⅰ.ガバナンス面 [品質ガバナンス体制の構築]
⒈グループ企業理念の浸透
⒉取締役会のあり方

•独立社外取締役の構成比を3分の1以上
•「指名・報酬委員会」の設置
•会長職を廃止、独立社外取締役から取締役会議長を選出
•コンプライアンスと品質を総括する取締役の配置
•外部有識者のみで構成される外部品質監督委員会の設置

⒊リスク管理体制の見直し
⒋事業部門の組織再編
⒌グループ会社の再編
⒍事業部門間の人事ローテーションの実施
⒎現場で生じる諸問題の掌握
⒏「品質憲章」の制定と品質保証体制の見直し
⒐事業管理指標の見直し

Ⅱ.マネジメント面［品質マネジメントの変革］
⒈品質マネジメントの対策

•品質保証マネジメントの強化
•「品質キャラバン隊活動」による現場の問題解決支援の実施

⒉品質保証人材の教育・育成
•人材のローテーションや育成の実施
•品質憲章に基づく社内教育の強化

Ⅲ.プロセス面［品質管理プロセスの強化］
⒈品質管理プロセスの見直し
•試験・検査記録の自動化推進とデータ入力の一人作業の極少化
•出荷基準の一本化による不適切行為の機会の排除

⒉新規受注の際の承認プロセスの見直し
⒊製造プロセス変更時の承認プロセスの見直し
⒋設備投資における品質リスクアセスメントの推進

Ⅱ. バランスを欠いた工場運営と社員の品質コンプライアンス意識の低下
⒈工程能力に見合わない顧客仕様等に基づく製品の製造
⒉受注の獲得と納期の達成を至上命題とする生産・納期優先の風土
⒊事業部門を横断した人事交流や人事異動がほとんど存在しない閉鎖的
な組織

⒋社員の品質コンプライアンス意識の鈍麻
⒌不適切行為の継続

Ⅲ. 不適切行為を容易にする不十分な品質管理の手続き
⒈改ざんまたはねつ造を可能とする検査プロセス
⒉単独かつ固定化した業務体制
⒊遵守することが困難な社内規格の設定

過去1年分を対象とした当社グループの品質自主点検および外部調査委員
会による調査の結果、検出いたしました不適合製品を納入したお客様、また、
直接の納入先以外のお客様の製品において、即時使用を停止する、または、
直ちに製品を回収することが必要であると判明した事案は確認されておりま
せん。

※最新の情報につきましては、当社ホームページをご覧ください。
　不適切行為への対応について （http://www.kobelco.co.jp/progress/index.html）

●仕様確認
●突き合わせ
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●品質自主点
検の検証
●事実関係の
解明
●原因の究明
●再発防止策
の提案
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一定の安全性確認が完了しているお客様
525社（進捗率100.0%）

①2017年10月26日時点で不適合製品の
　納入先として公表した525社

一定の安全性確認が完了しているお客様
162社（進捗率99.4%）

②外部調査委員会設置後に判明した
　不適切行為の対象となる163社
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